















（演習科目 租税法 A 演習Ⅱ） 


























低下、②税収の減少を受けた BEPS を利用できない納税者に対する負担増、③BEPS の利
用の有無による公平・公正な企業間競争への影響、という 3 つの問題に繋がる為、現在
OECD/G20 を中心に BEPS 対策の議論がなされ、従来の各国毎に独自に立法により対応
する仕組みから相手国の税制を踏まえた仕組みへと一歩進んだ国際的協調を軸とする租税
回避規制ルールが整備されはじめてきている 。 











徴的な事件として IBM 事件がある。IBM 事件はみなし配当金額との両建てで約 3995 億
円もの株式譲渡損失の計上により発生した連結欠損金を利用した法人税負担額の減少につ
き、法人税法 132 条 1 項同族会社の行為計算否認規定の適用を巡って争われたが、平成
28 年 2 月 18 日に国の上告不受理が決定され IBM 側の勝訴、国側の敗訴が確定した。 
IBM 事件は裁判においては主に経済的合理性の観点から法人税法 132 条 1 項の適用の
可否を中心に争われたが、岡村忠生教授をはじめとする複数の識者は、IBM 事件は日米間
の税制の非対称性を突いた国際的租税回避であり、BEPS の問題として取り扱うべきであ





 岡村教授は株式譲渡損失の観点から IBM 事件は BEPS として問題であると指摘されて
いるが、筆者は岡村教授の指摘に加え、支払利息と過少資本税制との関係の観点からも




億円に加えて、約 50 億円規模が BEPS として追加で問題となる蓋然性が高い事を指摘す
る。約 3995 億円という未曽有の巨額に比べれば少ないものの、国税庁が実地調査により
把握した法人税 1 件当たりの申告漏れ所得金額（平成 26 事務年度 1 件当たり 866 万円）
や査察調査により把握した 1 件当たりの脱税額（平成 27 年度 1 件当たり 9700 万円）に比
べれば到底無視できるような金額ではない。また、金額の多寡に関わらず、IBM 事件の問
題点を BEPS の新たな観点から指摘する意義は大きいと考える。 
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